
令和８年度 自己評価計画書 
重点目標 具体的取組 主担当 現状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備考 

１ 基本的生活習
慣の確立を基
盤とし、生徒
が資格取得等
に挑戦するこ
とで自己肯定
感 を 促 進 さ
せ、自立した
学習習慣の確
立を図る。 

①  本校の授業心得

を周知し、授業規

律の徹底を図る

ため、校内外の挨

拶を積極的に励

行する。また朝礼

や授業開始時に

ロッカーの上や

机の周りを点検

し、乱れがあれば

片付けさせる。 

学年 

教務 

生徒指導 

生徒会指
導 
保健管理 

98%の生徒が自ら挨拶を

していると答えている。

その内、「している」と答

えているのは57％とな

っている。今後も教育活

動全体を通して挨拶指

導を行っていく。 

実習棟は整理整頓され

ているが、教室の方は、

十分に学習に相応しい

環境であると言えない。

さまざまな場面で５Ｓ

を意識した環境美化の

指導を継続していく必

要がある。 

【成果指標】 
生徒および教員が
自ら積極的な挨拶
を励行している。 

毎日、自ら積極的に挨拶するこ
とを心がけ、実行している生徒
および教員の割合が 
Ａ ９５％以上 
Ｂ ８５％以上 
Ｃ ７５％以上 
Ｄ ７５％未満 

Ｃ・Ｄの場合は、対
策を検討する。 
（７月と１２月に
生徒・教員アンケー
トを実施） 

教 

員 

生 

徒 

 

【満足度指標】 
学びの場および指
導の場は整理整頓
され、学習に相応し
い環境となってい
る。 

私たちの教室は整理整頓され
ており、学習に相応しい環境で
あると感じる生徒および教員
の割合が 
Ａ ９０％以上 
Ｂ ８０％以上 
Ｃ ７０％以上 
Ｄ ７０％未満 

Ｃ・Ｄの場合は、対
策を検討する。 
（７月と１２月に
生徒・教員アンケー
トを実施） 

教 

員 

生 

徒 

 

②  スキルアップタイ
ムを活用した学習
を通して、将来の
産業人として必要
な基礎学力の定着
を図る。 

進路指導 肯定的な意見の割合は 
94％でＢ評価であった
が、「実感している」と
答えた生徒は32％に過
ぎず、十分な成果が得
られたと言い難い。生
徒が主体的に学習し、
基礎学力が向上したと
実感できるように、指
導方法の改善に取り組
んでいく必要がある。 
 

【満足度指標】 
国語、数学、英語の
基礎的内容を理解
し、以前より基礎学
力が向上している。 

文章を読む力、内容を理解する
力、考えを表現する力が向上し
たと感じる生徒の割合が 
Ａ ９５％以上 
Ｂ ８５％以上 
Ｃ ８０％以上 
Ｄ ８０％未満 

Ｃ・Ｄの場合は、対
策を検討する。 
（７月と１２月に
生徒アンケートを
実施） 

 

生 

徒 

 

③  集会やＷｅｂ等
による定期的な
指導を通して、規
範意識の高揚と
校則の遵守を身
につけさせる。 

生徒指導 
学年 

「容儀」「携帯電話」や
「違反行動」について、
規範意識が薄い生徒が
一部いる。今後も家庭
と連携しながら、規則
の必要性を説き、粘り
強い指導が必要であ
る。 

【成果指標】 
生徒自身が校則を
主体的に守る意識
が向上し、指導件数
が昨年度より減少
した。 

昨年度と比べ、指導件数が 
Ａ ２０％以上減少 
Ｂ １０％以上減少 
Ｃ １０％未満減少 
Ｄ 増加した 

 

生徒指導課の指導
件数で判断する。 
（昨年度比較） 

教 

員 

  
石川県立大聖寺実業高等学校 



重点目標 具体的取組 主担当 現状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備考 

２ Society5.0 時
代 に 役 立 つ
AI･IoT教育や
１人１台端末
を効果的に活
用した指導方
法の工夫・改
善により、生
徒の個別最適
な学びと主体
的・対話的で
深い学びを実
践し、確かな
学力を身に付
けた地域に期
待される人材
を育成する。 

①  学習意欲を喚起
する授業の工夫
と一人ひとりが
主体的に取り組
む学習指導を推
進する。 

教務 ＩＣＴ機器を活用した
授業改善に取り組む教
員は増加傾向にある
が、生徒の学力向上に
関して十分な成果が得
られていない。効果的
な使用方法について工
夫・改善し、学びの質の
向上に繋げていく必要
がある。 

【努力指標】 
生徒が主体的に参
加する授業を目指
し、授業改善に取り
組んでいる。 

１人１台端末の活用や探究活
動を取り入れて、個に応じた学
習が進められるよう授業の工
夫を行っている教員の割合が 
Ａ ８０％以上 
Ｂ ７０％以上 
Ｃ ６０％以上 
Ｄ ６０％未満 
 
 

Ｃ・Ｄの場合は、授
業改善の状況、指導
法を検討する。 
（７月と１２月に
教員アンケートを
実施） 
 

教 

員 

  

教務 
各学年 
各教科 

各自、授業改善に取り
組んでいるが、生徒が
主体的・協働的に活動
する場面はまだ十分で
はない。さらなる授業
改善が必要である。 

【努力指標】 
授業改善に生かす
目的を持って互見
授業に参加した。 
 

授業改善に生かす目的を持っ
て、互見授業に参加した回数
が、 
Ａ ６回以上 
Ｂ ５回以上 
Ｃ ４回以上 
Ｄ ４回未満 

 
 
 

Ｃ・Ｄの場合は、対
策を検討する。 
（１２月に教員ア
ンケートを実施） 

教 

員 

  

②  質問に対して、根
拠や理由を示し
て答えさせるこ
とで深い学びに
つなげる。 

各教科 生徒が考える力を育成
するために、生徒自身
が考え、根拠や理由を
文章で表現する場面な
どを多く取り入れて、
授業改善に取り組んで
いく必要がある。 

【満足度指標】 
根拠や理由を示し
て答えることで、生
徒自身が学習内容
について力がつい
たと感じている。 

学習内容について、考える力が
ついたと感じる生徒および教
員の割合が 
 Ａ ９０％以上 
Ｂ ８０％以上 
Ｃ ７０％以上 
Ｄ ７０％未満 

 

Ｃ・Ｄの場合は、授
業改善の状況、指導
法を検討する。 
（７月と１２月に
生徒・教員アンケー
トを実施） 
 

教 

員 

生 

徒 

 

③  生徒の将来に役
立つよう資格取
得指導に積極的
に取り組む。 

工業科 
商業科 

資格取得は専門高校に
おける職業教育の中核
となる。生徒の資格取
得が生徒の自信となる
ことからも、資格取得
の指導に一層力を入れ
ていく必要がある。 

【成果指標】 
工業科におけるジ
ュニアマイスター
認定数の状況、商業
科における全商資
格取得の状況をみ
る。 

３年次にジュニアマイスター
顕彰制度３０点以上、全商１級
合格５種目以上の生徒が合わ
せて 
Ａ １０人以上 
Ｂ  ８人以上 
Ｃ  ６人以上 
Ｄ  ６人未満 
 

Ｃ・Ｄの場合は、対
策を検討する。 
（年度末に集約し、
判断する。） 

 

生 

徒 

 



重点目標 具体的取組 主担当 現状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備考 

３ 学校の教育活
動に加え、外
部と積極的に
つながること
で、多様な見
方・考え方を
取り込み、生
徒の将来の産
業人として求
められる人間
力を磨き、他
を思いやる心
豊かな人間性
を涵養する。 

①  生徒一人ひとり
の生徒会活動へ
の参加意識を高
め、行事を通して
人間的成長を図
る。 

生徒会指
導 

昨年度の評価は97％と
非常に高く、48％が「意
欲的にできた」と答え
ており、生徒の積極性
向上がみられた。今後
も生徒が意欲を持って
主体的に取り組める行
事を検討していく必要
がある。 
 

【満足度指標】 
自らの役割を見つ
け積極的な行動に
より、責任を果たす
ことができている。 

生徒会行事（聖実祭、ホーム対
抗行事）で自ら積極的に取り組
んだ生徒の割合が 
Ａ ９５％以上 
Ｂ ８５％以上 
Ｃ ７５％以上 
Ｄ ７５％未満 

 

Ｃ・Ｄの場合は、行
事の運営方法を検
討する。 
（１２月に生徒ア
ンケートを実施）  

生 

徒 

 

②  ボランティア活
動に積極的に参
加することで、奉
仕の精神や郷土
愛を育む。 

生徒会指 
導 

奉仕の精神や郷土愛を
育むためにも、積極的
にボランティア活動へ
の参加を勧める。その
上で、地域の期待に応
えつつ、生徒の自主性
を鍛え、自己有用感の
醸成に努めていく必要
がある。 
 

【成果指標】 
地域のボランティ
ア活動に積極的に
参加している。 

年間ボランティア活動に、２回
以上参加した生徒の割合が 
Ａ ６０％以上 
Ｂ ５０％以上 
Ｃ ４０％以上 
Ｄ ４０％未満 

 

Ｃ・Ｄの場合は、対
策を検討する。 
（１２月に生徒ア
ンケートを実施） 

 

生 

徒 

 

③  いじめや不登校
の早期発見・早期
対応に向け、教員
間での情報共有
と連携を図る。 

教育相談
生徒指導 
学年 

教員相互の情報交換に
より、事案に対して迅
速かつ適切な対応がで
きた。SNSの情報発信が
生徒間の問題に発展し
ないよう事前指導を継
続していく必要があ
る。 

【努力指標】 
生徒に寄り添い、担
任や関係職員と情
報交換を図り、いじ
めや不登校の未然
防止・早期発見に取
り組んでいる。 

教職員の情報交換により、問題
の未然防止や早期発見に努め
ている教員の割合が 
Ａ ９５％以上 
Ｂ ９０％以上 
Ｃ ８５％以上 
Ｄ ８５％未満 

Ｃ・Ｄの場合は、新
たな指導方法を検
討、実施する。 
（７月と１２月に
教員アンケートを
実施） 

教 

員 

  

４ 開かれた学校
の観点からホ
ームページや
ＳＮＳ等を活
用し、本校に
おける特徴的
な教育活動の
情報を積極的
に発信する。 
 

① 学校だより、学校
Webページ、学校
懇談会・見学会、
報道等を活用し、
保護者や地域等
への情報提供を
充実させる。 

教務 
工業科 
商業科 

学校Webページ以外に新
聞、テレビ、ラジオで生
徒の活動が紹介され、本
校に対する関心が高ま
った。さらに、学校
Instagramでも、日々の
本校での取り組みを校
外に積極的にアピール
していく必要がある。 

【成果指標】 
本校の教育活動に
ついてよく理解で
きるよう情報発信
する機会を設ける。 
 

生徒・保護者・地域等に本校の
魅力について理解を求める活
動を行った回数が 
Ａ ２５回以上 
Ｂ ２０回以上 
Ｃ １５回以上 
Ｄ １５回未満 

Ｃ・Ｄの場合、対策
について検討する。 
（新聞等に報道提
供した回数で判断
する） 教 

員 

  



重点目標 具体的取組 主担当 現状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備考 

５ 危機管理意識
を高め、緊急
時にも適切に
対応できる学
校組織を構築
する。 

①  登下校中も含め
て、生徒が安全安
心な学校生活がで
きるように、教員
間で情報共有と連
携を図る。 

学年 
生徒指導 
生徒会指
導 
 

学校での教育活動全体
を通して、安全指導と防
災教育指導に取り組ん
でいる。日頃から危機管
理意識をもち、不測の事
態に対応できるように
する必要がある。 

【努力指標】 
日頃から危機管理
意識を高め、不測の
事態においても適
切に対応できるよ
うに努めている。 

危機管理意識を高め、緊急時に
も適切に対応できる学校組織
となっていると感じる教員の
割合が 
 Ａ ９５％以上 
Ｂ ８５％以上 
Ｃ ７５％以上 
Ｄ ７５％未満 

Ｃ・Ｄの場合、対策
を検討する。 
（７月と１２月に
教員アンケートを
実施） 

教 
員 

  

６ 教職員のウェ
ルビーイング
を高めるため
に、校務の効
率化・平準化、
高い再現性を
実現し、より
効果的な教育
活動を行う。 

①  時間管理の意識を
高め、日頃から生
徒とのコミュニケ
ーションをとる時
間を確保すること
に努める。 

教務 
学年 
生徒会指
導 
生徒指導 
進路指導 

「生徒と向き合う時間 
を十分確保している」と
肯定的に答えた教員の
割合が34％と昨年度よ
り減少した。また、一部
の教員に業務が集中す
るなど、改善の必要性が
明らかになった。業務の
平準化を図っていく必
要がある。 

【努力指標】 
教員は生徒と向き
合う時間を確保す
るよう努めている。 

採点業務省力化ソフト等の活
用で業務の効率化を意識し、生
徒と向き合う時間を確保する
よう努めている教員の割合が 
Ａ ８５％以上 
Ｂ ７５％以上 
Ｃ ７０％以上 
Ｄ ７０％未満 
 

Ｃ・Ｄの場合、対策
を検討する。 
（７月と１２月に
教員アンケートを
実施） 教 

員 

  

② 若手教員とのＯＪ
Ｔを通し、探す無
駄、待たされる無
駄、やり過ぎる無
駄を減らすことに
努めるとともに業
務の可視化を進め
る。 

教務 
生徒会指
導 
生徒指導 
進路指導 

次年度へ業務引継ぎを
念頭に置きながら校務
にあたっていると、肯定
的に答えた教員の割合
は昨年度の 91％から
88％に減少した。日々の
業務に対して優先順位
を付けて、見通しをもっ
て業務に取り組む体制
を学校全体で整備して
いく必要がある。 

【努力指標】 
次年度の担当者へ
引き継ぐことを前
提に、メモやマニュ
アル等を残しなが
ら仕事をしている。 

次年度へ業務を引き継ぐこと
を前提に置き、メモやマニュア
ル等を残しながら仕事をして
いる教員の割合が 
Ａ ９５％以上 
Ｂ ８５％以上 
Ｃ ８０％以上 
Ｄ ８０％未満 
 

Ｃ・Ｄの場合、新た
な方法を検討、実施
する。 
（７月と１２月に
教員アンケートを
実施） 
 

教 

員 

  

③ 教員１人ひとりの
時間外勤務につい
て実態を把握する
とともに、時間外
勤務を減少させる
べく校務の効率化
を行うとともに、
年休の取りやすい
職場環境を構築す
る。 

教頭 昨年度、時間外勤務45時
間以上の割合が21.6％
と年々減少傾向にある。
しかし、時間外勤務60時
間以上の教員の割合が
13.0％とある程度いる。
校務の効率化・平準化を
進め、時間外勤務の多い
職員数の減少に取り組
んでいく必要がある。 

【努力指標】 
教員一人ひとりが
効率的な業務遂行
に努め、前年度より
時間外勤務を縮減
する。 

時間外勤務月45時間以上の教
員の割合が年間で 
Ａ ２０％未満 
Ｂ ２５％未満 
Ｃ ３０％未満 
Ｄ ３０％以上 

Ｃ・Ｄの場合、取組
方法及び内容の見
直しをする。 
（毎月の勤務時間
調査の集計結果か
ら判断する） 

教 

員 

  


